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先行研究ではパーソントリップ(PT)調査を用いた世帯単位の時間帯別不在率の分析が示されている．本

研究では，その応用として時間利用調査である社会生活基本調査を用いて，個人・世帯不在率の複数年次

変化を分析する．まず，社会生活基本調査に含まれていない在宅・不在を推測する方法を提案し，その方

法の妥当性を在宅・不在データを含む国民生活基本調査との比較から示す．そして，社会生活基本調査と

全国PT調査を比較し，全国PT調査に含まれ得るトリップの記入漏れ等の回答誤差を考察した．さらに，

PT調査には含まれていない世帯年収に着目し，年収300万円未満世帯は世帯不在率が減少する一方，年収

600万円以上世帯では不在率が増加していることを示した．  
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1. 背景及び目的 

 

都市交通計画策定に向けた基礎的データを把握するた

め，パーソントリップ調査 (以下PT調査) が実施されてき

た．PT調査は日本国内では，1967年に広島都市圏で初め

て実施されて以来，約50年の歴史があり， 65都市圏で延

べ143回の実施実績がある (2019年4月時点) ． 調査結果は

交通計画策定のみならず，幅広い分野で活用されており，

PT調査を利用した研究も数多く蓄積されている． 

筆者らは，PT調査が自宅からの出発時刻と帰宅時刻

から不在状況を把握することが出来き，さらに世帯全員

のデータが得られている点を活かし，PT調査を用いた

世帯単位の時間帯別不在率の分析を進めてきた1) 2) 3) 4)．さ

らに，PT調査データの精度検証のため日本における代

表的な時間利用調査である社会生活基本調査と全国PT

の比較を行った5)．その結果，全国PTにおけるトリップ

の抜け落ちを示唆し，社会生活基本調査から算出した不

在率の方が，真値に近い可能性を示した． 

本研究では先行研究5)をさらに発展させ，社会生活基

本調査から算出した不在率の妥当性の検証を行う．具体

的には，不在/在宅が調査項目に含まれる国民生活時間

調査 (以下，NHK調査) との比較を行う．また，社会生活

基本調査は5年おきに実施されているため，複数年のデ

ータを用いて不在率変化の分析を行う．さらに，先行研

究では分析されていない視点からの分析にも試みる．先

行研究1) 2) 3) 4)では，PT調査を用いて様々な視点で分析を

行われている．しかし，それはPT調査で得られる情報

という制約の元に行われた．社会生活基本調査は就業時

間や世帯属性等のPT調査にはない調査項目も多い．本

研究では，その一例として世帯収入に着目することで，

先行研究では得られていない新たな知見を得ることにも

試みる． 

時間帯別不在率の分析は，1) 宅急便再配達の問題解決，

2) 訪問調査の効率化，3) 空き巣等の都市防犯施策，4) 家

庭エネルギー消費推計等，各分野への応用が期待される

と考える．本研究で提示する，時間利用調査での適用は，

その新たな応用といえよう． 

本研究の目的は以下になる． 

1) 社会生活基本調査とNHK調査を個人不在率の指

標で比較し，社会生活基本調査の不在/在宅推定

法の妥当性を検討する． 

2) 複数年の社会生活基本調査を用いて，個人・世帯

不在率の時系列変化の実態を明らかにする． 

3) PT調査には含まれない調査項目に着目し分析し，
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新たな知見を得ることに試みる． 

 

2. 分析手法 

 

(1) データ概要 

 社会生活基本調査とは，生活時間配分や余暇時間にお

ける主な活動状況など，国民の社会生活の実態を明らか

にするために実施されている．3章では，2016年社会生

活基本調査を用いる．3章では調査対象者全員を分析対

象とする．4章では，1986年，1991年，1996年，2001年，

2006年，2011年，2016年の社会生活基本調査のデータを

用いる．社会生活基本調査は1991年以前が15歳以上，

1996年以降は10歳以上が調査対象となっている．4章で

は経年的な比較を行うため，分析対象を15歳以上とする． 

また，社会生活基本調査は各対象者に対し連続した2

日間調査が行われている．本研究では，1人の連続した2

日間のデータを2人分として集計している．その点には

留意が必要である．  

 

(2) 不在・不在率の定義及び算出法 

図-1のように世帯構成員全員が不在の時間帯を世帯不

在の状態と定義する．また，ある時間帯において，対象

個人のうち不在の状態にある個人の割合を個人不在率，

対象世帯のうち世帯不在の状態にある世帯の割合を世帯

不在率とする． 

 

時間軸 

父不在時間 

母不在時間 

子不在時間 

世帯不在 

図-1 世帯不在率のイメージ図1) 

 

社会生活基本調査は，15分単位で睡眠・仕事・移動等

の行動を把握している．海外の時間利用調査では，在

宅・不在状況も把握している場合が多いが，我が国の社

会生活基本調査では，それを把握していない．そのため，

本研究では，その時刻の行動，その時刻前後の行動，一

緒にいた人の情報から在宅か不在であるか推測する．詳

しい手順は以下に述べる． 

1) 一緒にいた人の欄に「1人で」「家族」と回答し

た時間帯と無回答の時間帯は現時点で未推定とす

る．「学校・職場の人といた」または「その他の

人といた」と回答した時間帯は不在とする． 

2) 未推定の時間帯の行動の種類に着目する．「睡眠」

「身の回りの用事」「家事」「育児」「介護・看

護」と回答したものは在宅とする．「ボランティ

ア活動・社会参加活動」「仕事」「学業」「買い

物」「スポーツ」「交際・付き合い」と回答した

ものは不在とする．「通勤・通学」「移動(通

勤・通学を除く)」は移動とする．「テレビ・ラ

ジオ・新聞・雑誌」「休養・くつろぎ」「学習・

自己啓発・訓練(学業以外)」「趣味・娯楽」「受

診・療養」「その他」「食事」と回答したものは

未推定とする． 

3) 未推定の行動の種類のうち，「食事」に着目する．

「食事」は1つ前の時間帯に不在もしくは在宅と

推定されていれば，1つ前の時間帯と同じとする．

1つ前の行動が未推定もしくは移動の場合は，1つ

後の時間帯に不在もしくは在宅と推定されていれ

ば1つ後の時間帯に推定されたものと同じとする．

それ以外の場合は，未推定とする． 

4) 未推定のうち，前後の行動が共に不在もしくは在

宅と推定されており，推定されたものが一致して

いる場合は，前後の行動と同一のものと推定する．

また，前後の一方のみ不在もしくは在宅と推定さ

れており，もう一方が移動の場合，その未推定は

前後の一方の不在もしくは在宅と同一とする．さ

らに，前後ともに移動の場合は，未推定とする． 

5) 移動は不在とする 

6) 未推定を在宅とする． 

 

また，1991年以前は一緒にいた人が調査項目に含まれ

ていない．そのため， 1991年以前は2)以降のフローに従

う．上記の手順を以下の図-2にまとめる． 

 

 

3. 社会生活基本調査の推定法の検証 

 

本章では，社会生活基本調査から算出した個人不在率

の妥当性の検討を行う．その方法として，NHK調査と

個人不在率の指標で比較を行う． NHK調査は，社会生

活基本調査と同じ時間利用調査であるが，在宅/不在が

調査項目に含まれるため，個人不在率を把握することが

できる．しかし，本研究においては在宅/不在の推定が

必要な社会生活基本調査を用いた．その最大の理由とし

ては，NHK調査は世帯単位で実施されていないためで

ある．個人不在率は算出可能であるが，世帯不在率を算

出することができない．また，2015年NHK調査の調査相

手は12,600人(12人×150地点×7回)，有効調査数は平日で

11,056，土曜日で2,195，日曜日で2,170である．これは日

本全国のサンプルを網羅的に把握できているとは言い切

れない．そのため，本項では社会生活基本調査で算出し

た個人不在率の妥当性の検証にのみNHK調査を用いる．

また，調査対象者は社会生活基本調査と同じ10歳以上で

ある． NHK調査の個人不在率は，2015年国民生活時間
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調査報告書6) の在宅率から算出した． 

図-3に社会生活基本調査とNHK調査の個人不在率を示

す．報告書には，土曜日の値と日曜日の値が記載されて

いるが，ここではその平均をNHK調査の休日の不在率

として利用している．平休日とも社会生活基本調査の不

在率がNHK調査から算出した不在率を下回っているが，

近い値を示している．平日では，最大5%ポイント程度，

休日では最大8%ポイント程度NHK調査が高い値を示す．

図-2に示す社会生活基本調査の不在判別フローでは，推

定できない時間帯は全て在宅と推定した．その影響もあ

り，NHK調査の値より社会生活基本調査の不在率はわ

ずかに低く算出されている．これは，社会生活基本調査

の不在判別フローが，不在率を過小に推定しうることを

示唆する．  

さらに，社会生活基本調査の最大値は平日では11時に

68.73%，休日では14時に49.66%となる．一方でNHK調査

の最大値は，平日では10時45分から11時15分に73.8%を

とる．休日では，11時15分に57.25%をとるが，14時の不

在率も55.35%と近い値をとる．最大値をとる時間帯も社

会生活基本調査から算出した不在率と同様の結果となっ

た．しかし，NHK調査では12時頃不在率が大きく減少

している．11時の73.8%から12時30分には65.2%と8.6%ポ

イントの減少がある．一方で，社会生活基本調査では，

11時の78.73%から12時30分には64.23%と4.5%ポイントし

か減少していない．12時頃は食事の回答が大きく増加す

る．本研究の在宅/不在のフローでは昼食の推定精度が

低く，12時頃の不在率を過大に算出している可能性があ

る．その点には留意が必要ではあるが，NHK調査から

わかる不在率と併せて考えても本研究で社会生活基本調

査から算出した不在率は妥当なものであると言える． 

 ここで図-4に社会生活基本調査と全国PT調査の不在率

を示す．ここでの全国PTは2015年調査の70市60町村の平

均不在率である．社会生活基本調査と揃えるため，10歳

以上を対象としている．また，全国PTの不在率の算出

方法は先行研究1) 2) 3) 4) 5) と同様のものである．平休日とも

に常時，社会生活基本調査の方が高い値を示している．

平日では，8時から17時の間は10%ポイント以上の差が

生じている．特に15時30分に差が最大となっており，そ

の差は13.34%ポイントである．一方休日では，また7時

30分から19時30分の間は10%ポイント以上の差が生じて

いる．特に15時30分に差が最大となっており，その差は

20.24%ポイントである． 

      
   

      
   

     
   

   

  

   

 

 

    

    

  

    

    

     

  

          

     

      
       
      

     
   

   

  

  

  

   

 

  

図-2 社会生活基本調査を用いた不在判定フロー 
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 前述の通り社会生活基本調査の不在率は過小に算出し

ている可能性が高い．つまり，その社会生活基本調査の

不在率よりも低い値を示している全国PTは，トリップ

の抜け落ちにより過小に算出されている可能性を示して

いる． 

 

 

図-3 社会生活基本調査とNHK調査の個人不在率 

 

 
図-4 社会生活基本調査と全国PT調査の個人不在率 

 

4. 複数時点の分析 

 

(1) 基礎分析 

表-1に社会生活基本調査の概要を示す．サンプルサイ

ズでは，どの年においても平日が約38%，休日が約62%

を占める．平均世帯人数，平均年齢，男性割合，65歳以

上割合では平休日の明らかな差はないため，平日の値の

みを表示している．非外出者割合は，休日の方が4～6%

ポイント程度高い．経年的な変化では，平均世帯人数の

減少，高齢化がわかる．また，非外出者割合も平日では

わずかな，休日では明らかな増加傾向にある． 

ここで，平日の非外出者割合を性年齢別に算出した．

男性を図-5，女性を図-6に示す．また，全国PTの非外出

者割合も掲載している．全国PTの非外出者割合は，国

土交通省のホームページにて公開されている全国PTの

外出率7)から算出した．社会生活基本調査と全国PTの非

外出者割合は明らかな差異がある．ここでは非外出者割

合の増減に着目し分析する．また，社会生活基本調査は

市町村，全国PTは市の値である点，図-5，図-6における

10代は社会生活基本調査では15~19歳であるが全国PTで

は10~19歳である点，全国PTの2010年は既往研究8)で論じ

られている通り他の年と異なる傾向を示している点には

留意が必要である．まず，男性に着目する．両調査とも

20代から40代は非外出者割合が増加している．しかし，

その増加幅が異なる．社会生活基本調査では前回調査に

比べ1%ポイント以上増加している年はほとんどなく，

1986年から2016年の30年間で合計1~3%ポイント程度増加

している．しかし全国PTでは，前回調査に比べ1~2%ポ

イント程度増加しており，特に2005年から2015年の20代

では6.79%ポイント増加している．50代では，目立った

増減はない．60代以上では，非外出者割合が減少傾向に

ある．社会生活基本調査では1986年から2016年の30年間

で，60代で4.3%ポイント，70代で11.96%ポイント，80代

0
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表-1 社会生活基本調査の概要 

*    平休日の差が0.5未満であるため，休日の値を省略し平日の値を表示 

** 平休日の差が1%未満であるため，休日の値を省略し平日の値を表示 
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以上で21.96%ポイント減少している．一方，全国PTでは

1987年から2015年の28年間で，60代で4.67%ポイント，70

代で14.52%ポイント，80代以上で13.63%ポイント減少し

ている． 

次に女性に着目する．社会生活基本調査では，男性と

異なり20代の女性では非外出者割合の増加はない．30代，

40代はわずかに増加しており，1986年から2016年の30年

間で，30代で2.04%ポイント，40代で1.32%ポイント増加

している．全国PTでは20代から40代は非外出者割合が増

加している．1987年から2015年の28年間で，20代で2.19%

ポイント，30代で4.66%ポイント，40代で2.7%ポイント

増加した．女性では両調査とも50代以上で非外出者割合

が減少傾向にある．社会生活基本調査では1986年から

2016年の30年間で，50代で3.33%ポイント，60代で9.15%

ポイント，70代で18.37%ポイント，80代以上で27.15%ポ

イント減少した．全国PTでは1987年から2015年の28年間

で，50代で3.1%ポイント，60代で8.25%ポイント，70代

で18.31%ポイント，80代以上で12.76%ポイント減少して

いる． 

非外出者割合は両調査で共通して， 40代以下では増

加，60代以上では減少傾向にあった．つまり，外出行動

が40代以下では減少，60代以上では増加している．40代

以下での外出行動の減少は，非正規雇用者の増加，自動

車免許保有率の減少が影響していると既往研究9)で論述

されている．また，外出率の変化を明らかにするために

河上ら10)は東京都市圏PT調査を用いてコーホート分析を

行っている．その結果，外出率の変化要因は「時代」よ

りも「世代」の影響が強いこと，「世代」の影響はバブ

ル世代以降ではプラスの効果が小さくなっておりこれら

の世代は外出率を低下させる方向に寄与すると予想され

ると述べている． 

さらに，両調査の変化幅に焦点を当てると，全国PT

の方が40代以下では増加幅が大きく，80代以上では減少

幅が小さい．これは全国PTにおいて，それらの世代で

実際の外出行動の変化とは別に，外出したが外出してい

ないと回答した人が増加した可能性を提示しており，今

後の更なる分析が望まれる． 

 

(2) 個人不在率 

図-7に平日，図-8に休日の個人不在率の変化を示す．

平日では1996年に一時的に増加しているものの，全体と

しては減少傾向にある．1986年と1996年は15時，他の年

は11時に最大値をとる．しかし，1986年と1996年の11時

と15時の不在率の差は0.5%ポイント以下であり，11時と

15時の不在率はほとんど等しい．11時の不在率は1986年

から順に71.86%，71.97%，72.82%，70.88%，70.31%，

68.77%，67.16%であり，減少傾向にある．また，15時の

不在率は同様に72.23%，71.9%，73.24%，70.26%，69.18%，

66.88%，64.85%である．1996年までは，11時と15時の差

が0.5%ポイント以下であったが，その後増加傾向にあり

2016年には2%ポイント以上の差が生じた．つまり午後

の不在率が特に減少している． 

 次に休日について述べる．休日では，平日ほど明らか

ではないが，全体として減少傾向にある．全ての年で14

図-5 平日における男性の年齢別非外出者割合の変化 

(a) 社会生活基本調査 (b) 全国PT調査 
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図-6 平日における女性の年齢別非外出者割合の変化 

(a) 社会生活基本調査 (b) 全国PT調査 
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時から15時の間に最大値をとる．最大値は1986年から順

に57.3%，54.73%，58.38%，57.09%，55.53%，51.93%，

48.95%である．1991年に一時的な減少があるが2001年ま

では大きく増減せず，2006年以降に減少している．  

 平休日ともに個人不在率の減少傾向がみられた．表-7

に示す通り非外出者割合が増加しており，それが不在率

減少の要因である可能性がある．そこで，図-9に平日の

外出者のみの個人不在率を示す．図-9に比べ不在率の値

は増加しているが，全体の傾向としては大きな変化はな

い．非外出者割合は増加傾向にあるが，不在率減少の大

きな要因は他にあることがわかる．また，グラフは省略

するが休日でも同様の傾向にある． 

 

 

図-7 平日における全平均の個人不在率の変化 

 

 

図-8 休日における全平均の個人不在率の変化 

 

 

図-9 外出者のみの個人不在率の変化(平日) 

 

 

(3) 世帯不在率 

図-10に平日，図-11に休日の世帯不在率の変化を示す．

まず，平日に着目する．個人不在率では減少傾向を示し

た．しかし，世帯不在率では明らかな減少傾向を示して

いない．11時の不在率は1986年から順に45.41%，46.53%，

49.34%，47.85%，48.67%，47.82%，47.05%である．1996

年までは増加，その後若干の減少傾向にある．同様に15

時では， 45.92%，46.25%，49.72%，46.74%，46.76%，

44.88%，43.9%となっており，2006年以降の減少が大き

いことがわかる． 1996年まで増加している要因としては，

個人不在率の増加，世帯人数の減少が挙げられる．一方

で，1996年以降で減少している要因は，個人不在率の減

少が大きいと考えられる．特に個人不在率において，午

後の個人不在率の減少がみられたがこれが世帯不在率に

も影響していると考えられる． 

次に休日について述べる．11 時の不在率は 31.98%，

29.49%，31.44%，31.13%，31.78%，30.63%，29.53%とな

っている．調査年に関わらずほとんど等しい値をとる．

しかし，15 時では，32.16%，30.51%，35.36%，34.66%，

34.23%，31.92%，29.44%となり，調査年によって差が生

じた．単純な増減はみられないが，2016 年以外は 11 時

より 15時の方が高い不在率をとる．2016年も 11時と 15

時でほとんど等しい値をとっている．休日の個人不在率

において午後に最大値をとった影響によるものだと考え

られる． 

 

図-10 平日における全平均の世帯不在率の変化 

 

 

図-11 休日における全平均の世帯不在率の変化 

 

(4)  世帯収入に関する分析 

ここから，PT調査では調査項目に含まれないが社会

生活基本調査では含まれる世帯年収に着目する．先行研

究ではPT調査を用いて様々な視点で分析を行われてい

る．しかし，それはPT調査で得られる情報という制約

の元に行われた．社会生活基本調査は就業時間や世帯属

性等のPT調査にはない調査項目も多い．そこで，その
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一例として世帯収入に着目することで，先行研究では得

られていない新たな知見を得ることにも試みる． 

図-12~15に年収300万円未満，300~599万円，600~899万

円，900万円以上の平日の世帯不在率を示す．また，図-

16に各世帯年収の世帯員1人当たりの就業者数と女性就

業者の変化を示す．ここでの就業者とは，「ふだん仕事

をしていますか」という項目で「おもに仕事」「家事な

どのかたわらに仕事」「通学のかたわらに仕事」と回答

した人とする．さらに，以下の高齢者とは65歳以上の人，

高齢世帯とは高齢者のみの世帯のこととする． 

年収300万円未満の世帯では，世帯不在率が減少傾向

にある．16時頃の不在率の変化が最も大きい．16時の不

在率は1986年から順に47.19%，46.08%，48.52%，43.54%，

41.62%，39.05%，35.51%である．1996年に一時的に増加

しているが，1986年から2016年で11.68%ポイント減少し

ている．図-16に示す通り世帯員1人当たりの就業者数も

減少しており，2016年には0.38となる．これは高齢世帯

が増加したことが大きく影響していると考えることがで

きる．年収300万円未満の世帯における高齢世帯の割合

は1986年時では14.27%であったが，2016年時には53.91%

と39.64%ポイント増加している．不在率が低い高齢世帯

が増加したため，年収300万円未満の世帯の不在率が減

少したことが考えられる． そこで，年収300万円未満の

世帯において高齢世帯を除いた世帯不在率を図-17に示

す．図-12に比べ減少幅が小さいが，不在率は減少して

いる．16時の不在率は1986年から順に49%，51.05%，

53.38%，47.59%，45.82%，45.1%，42.73%となる．1986年

から2016年で6.27%ポイント減少している．つまり，高

齢世帯の割合が増加したことは，年収300万円未満の世

帯の不在率減少の一因ではある．しかし，高齢世帯以外

においても世帯不在率は減少している． 

次に，年収300~599万円の世帯では，明らかな増減は

ない．11時の不在率は1986年から順に44.9%，46.79%，

48.87%，47.23%，48.12%，46.52%である．図-10に示す全

平均世帯不在率のグラフと類似しており，平均に近い世

帯不在状況である．図-16に示す世帯員1人当たりの就業

者数はわずかに減少している． 

年収600~899万円の世帯，年収900万円以上の世帯では，

明らかな増加傾向を示す．年収600~899万円の世帯では，

11時の不在率は1986年から順に43.01%，45.74%，50.44%，

49.75%，51.9%，52.18%，52.15%となる．年収900万円以

上の世帯では，11時の不在率は1986年から順に40.57%，

45.25%，49.53%，49.83%，53.13%，51.77%，55.2%となり，

年収600~899万円の世帯を超える不在率の増加がわかる．

この要因としては，共働きの世帯が増加したことが要因

だと考えられる．図-16に示す世帯員1人当たりの就業者

数，女性就業者数は共に増加傾向にある．世帯員1人当

たりの就業者数は2016年で年収600~899万円の世帯では

0.73，年収900万円以上の世帯では0.76となる．世帯員1

人当たりの女性就業者数は2016年で年収600~899万円の

世帯では0.32，年収900万円以上の世帯では0.35となる．

共働きの世帯が増加したことで世帯不在率は増加した．

特に，年収900万円以上の世帯において顕著である． 

以上より，年収300万円未満の世帯は不在率が減少し

た．反対に年収600万円以上の世帯では共働きの世帯が

増加したことで不在率が増加した．全平均世帯不在率は

明らかな増減を示さなかったが，年収別に不在率を算出

すると，各層で増加または減少を示した．海外の交通調

査では，調査項目に世帯年収が含まれるものもある．我

が国においても収入の均等度を示すジニ係数は増加傾向
11)にあり，所得格差が拡大している．本研究において，

世帯年収による外出行動の差異を示した．日本の交通調

査においても年収を把握し，交通行動を把握することが，

今後の交通施策の策定に活きる可能性を示した． 

 

 

図-12 年収300万円未満世帯の世帯不在率の変化 

 

 

図-13 年収300~599万円世帯の世帯不在率の変化 

 

 

図-14 年収600~899万円世帯の世帯不在率の変化 
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図-15 年収900万円以上世帯の世帯不在率の変化 

 

 

図-16 世帯員1人当たりの就業者数と女性就業者数の変化 

 

 

図-17 高齢世帯を除いた年収300万円未満世帯の 

世帯不在率の変化 

 

 

5. 結論 

 

本研究では，社会生活基本調査を用いて個人・世帯不

在率を算出し分析を行った．具体的な成果を以下に述べ

る． 

1） 不在状況を把握することができるNHK調査と，在

宅・不在を推測して求めた社会生活基本調査の不在

率を比較した．平日では不在率の差は最大5%ポイ

ント程度であり，社会生活基本調査から在宅・不在

を推測した計算法の妥当性を提示した． 

2） 外出者割合は40代以下で増加傾向にあり，全国PTの

増加幅が大きい．60代以上では，非外出者割合が減

少傾向にあり，特に80代以上では社会生活基本調査

において大きな減少を示した．これは，全国PTに

おいて，外出したが外出していないと回答した人が

増加した可能性を提示した． 

3） 個人不在率は平休日ともに減少傾向にある． 

4） 非外出者割合は増加傾向にあるが，外出者のみの個

人不在率でも減少傾向にある．つまり，個人不在率

減少の要因は，非外出者割合の増加以外にも存在す

る． 

5） 平日の世帯不在率では1996年までは増加傾向にあり，

その後若干の減少傾向にある．休日は11時あたりの

不在率は全ての調査年で近い値を示したが，午後は

調査年によって異なる傾向を示した． 

6） 年収300万円未満の世帯は高齢世帯の増加等によっ

て不在率が減少した．反対に年収600万円以上の世

帯では共働きの世帯が増加したことで不在率が増加

した． 

 

今後の展望としては，社会生活基本調査を用いた不在

率の算出法の改善が重要である．本研究では，その時間

帯の行動，一緒にいた人，前後の行動から在宅/不在を

推定した．今後より正確に推定を行うためのアルゴリズ

ムの開発が望まれる． 

さらに，社会生活基本調査からは在宅/不在の真値を

得ることはできない．今後は，社会生活基本調査から算

出した値と真値との比較が望まれる．近年はモバイル空

間統計や混雑統計といった携帯電話GPS等を用いて人の

位置情報を把握するものがある．GPSを用いた調査では，

回答者の記入ミス等が起こることなく在宅/不在の真値

を得ることが可能である．そういったGPSを用いた調査

との比較検討が望まれる． 

また，不在率を用いた研究の応用としては，地区の防

犯への活用や訪問調査の効率化，宅配便の再配達問題へ

の応用などが期待できる．また，時間別家庭消費電力量

がわかれば，不在状況と家庭消費電力の関係性を明らか

にできる．それにより，家庭消費電力量の推定等への展

開がありうる． 
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